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支配株主等に関する事項について 

 

当社の親会社である Megazone Cloud Corporationについて、支配株主等に関する事項は、以下のとおりとな

りますので、お知らせいたします。 

 

１．親会社、支配株主（親会社を除く。）、その他の関係会社又はその他の関係会社の親会社の商号等 

（2025年 12月 31日現在） 

名称 属性 
議決権所有割合（％） 発行する株券等が上場されている 

金融商品取引所等 直接所有分 合算対象分 計 

Megazone 

Corporation 
親会社 ― ― ― ― 

Megazone 
Cloud 
Corporation 

親会社 36.04 16.22 52.26 ― 

（注）Megazone Cloud Corporationの議決権所有割合のうち合算対象分は、同社と当社代表取締役会長である

菊川 曉氏との間の契約に基づき、同氏が保有する当社株式に係る議決権の行使について、同社が 2027

年９月 10日までに開催される当社株主総会において委任を受けていることによるものです。 

２．親会社等の企業グループにおける上場会社の位置付けその他の上場会社と親会社等との関係 

Megazone Cloud Corporationは、当社議決権の直接 36.04％を保有するほか、当社代表取締役会長 菊川 曉

氏の保有する当社株式に係る議決権委任分（16.22％）を合算した合計 52.26％を実質的に保有しており、当社

の親会社であります。また、Megazone Cloud Corporationは同社の連結財務諸表において IFRSを採用してお

り、IFRSの適用においては当社を子会社としております。 

Megazone Cloud Corporationの親会社である Megazone Corporation及びグループ会社（以下、Megazone社

グループ）は、主にクラウドサービス事業を行っております。一方、当社グループは、ゲーム事業を主体とし

て事業を営んでおりますが、Megazone社グループと協力し新規事業としてクラウド関連事業、Meta Campus事

業を進めております。 

当社取締役の親会社等における役職員の兼務状況は、下記のとおりです。 

（役員の兼務状況） 

（2026年３月 30日現在） 

役職 氏名 親会社等での役職 就任理由 

取締役 ウォン ドンヨン 
Megazone Cloud Corporation 

Executive vice president 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

取締役 チャ サンフン 
Megazone Corporation 副社

長 CMO 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

取締役 チョン ヒョンウ 
Megazone Cloud Corporation 

理事 General Counsel 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 



取締役 イ ジュヨン 
Megazone Cloud Corporation 

Director 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

取締役 
ジョン 

ヒョンジュン 

Megazone Cloud Corporation 

戦略企画部 Manager 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

取締役 ソン ファヨン 

Megazone Cloud Corporation 

Head of Finance & 

Accounting 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

取締役 パク サンウク 
Megazone Cloud Corporation 

Managing Director 

当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

取締役 オ チャンフン Megazone Cloud Corporation 
当社グループの経営について適切な意

見ならびに助言を得るため 

（注）当社の取締役 14名、監査役３名のうち、親会社等との兼任役員は当該 8名であります。 

 

以上のような取引関係、人的関係があるものの、親会社等からの事業上の制約はなく、当社は独立した上場

会社として、当社グループの経営方針、事業展開等について、自主的に意思決定を行っております。 

 

３．支配株主等との取引に関する事項 

当連結会計年度（自 2025年１月１日 至 2025年 12月 31日） 

該当事項はありません。 

 

 

以 上 


